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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「Ｈｅａｒｔ（信頼される技術を通して人間としての豊かさと成果を）」を経営理念とし、社員一人ひとりが自分の技能を磨いて、お客様と一緒
になって問題を解決できるように、世界に通用する技術・知識を身に着け、お客様に新東の商品・サービスをお届けしてお客様に成果を上げてい
ただき評価していただくことで、お客様と当社との間で信頼関係が生まれることにより、「お客様に選ばれ続ける」ことを目指しております。

また、「モノづくりの新たな価値を創造し、世界のお客様と感動の共創を実現する」ことを企業行動指針と定めています。

当社は、この経営理念および行動指針に則り、様々なステークホルダーとの間で公正かつ良好な関係を構築することにより、長期的な視点に立っ
て企業価値の向上を図ることを経営の基本方針とし、この基本方針に従い、適正かつ効率的な業務執行を確保することができるよう、意思決定の
透明性を高めるとともに、監視・監督機能が適切に組み込まれたコーポレート・ガバナンス体制を構築します。

充実したコーポレート・ガバナンスのためには、経営者による健全なリーダーシップの発揮と、透明で公正な意思決定の両立が不可欠であるとの
考えのもと、当社は、監査役会設置会社として、経営監視を強化するための施策を行ってきました。２０１９年には、社外取締役比率を３分の１以上
に高め、経営の執行と監督の分離を促進しております。また、取締役会の諮問機関として、社外取締役および社外監査役で構成する「指名・報酬
委員会」を設置しております。なお、社外取締役・社外監査役の選任にあたっては、独立性の確保を重視しており、社外取締役・社外監査役は、東
京証券取引所が定める「独立役員」の要件を満たしています。このように高い独立性が確保された取締役会において、経営陣による業務執行の
監督が適切に行われております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードに記載された各原則を実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

１．政策保有に関する方針

政策保有株式は今後の成長に向けた投資として戦略的に活用します。事業戦略や取引先との事業上の関係を総合的に考慮しています。これら
の株式は、企業価値の向上と新事業創出のためのパートナー企業と協業で事業をする目的で、中期的な視点から保有しておりますが、資本効率
の観点から保有株式の縮減も選択肢として段階的に取り組んでいきます。

また、毎年１回、取締役会において、保有目的との整合性を確認するとともに、上場政策保有株式全体を対象として、資本コストを加味した保有リ
スクと、保有に伴う便益（事業収益、配当、キャピタルゲイン等）を対比し、保有の妥当性を確認しています。

加えて、工事施工における人手不足への対応として、据付工事、改造工事、試運転業務などを担う工事施工会社（以下、「SSV会社」といいます）
のネットワーク化に取り組んでおります。

業務効率化のためのアウトソーシングの一環として、また、お客様の近くで地域に密着したきめ細かな対応を行う工事施工会社として、SSV会社の
株式保有を事業戦略上進めております。

２．議決権の行使

当社は、議決権の行使は、定型的・短期的な基準はもとより、投資先の経営方針・戦略等を勘案して、企業価値向上、株主還元姿勢などの観点か
ら判断します。当社が特に着目する項目には以下のものが含まれます。

a）長期に渡る業績赤字　

b）長期に渡る無配　

c）株主価値の著しい毀損もしくは社会的信用の失墜など経営に大きな影響を及ぼす法令違反・不祥事の発生

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、取締役との取引がある場合は、取締役会規則に基づき、当該取引につき重要な事実を取締役会に上程し、決議します。

【原則２－４．女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

補充原則２－４（１）

・2021年12月にダイバーシティ＆インクルージョンの基本方針を定め、女性、外国人、中途採用者、高齢者、障害者を含め、多様な人財が能力を
最大限に発揮できる機会を提供することで、イノベーションにつなげることを目的としています。

・当社の女性の管理職比率は、現在4.2％であり、2025年度までに5.0％以上にすることを努力目標として、管理職候補者が主体的かつ意欲的に
管理職を目指せるような職場の環境整備や研修の実施、外部との交流機会の提供などに取り組んでまいります。

・当社海外グループ会社における外国人の中核人材については、現地採用の者を登用しており、主要な海外グループ会社53社のうち48社の社長



が外国人であり、経営幹部の73.3％は外国人が務めており、当社グループのグローバル戦略に関する重要な意思決定を担っております。

・当社の中途採用者は、専門性の高い人材を確保しており、当社管理職に占める割合は25.8％、役員に占める割合は30.2％です。

・今後も引き続き、経営人材、専門人材の確保、女性・外国人等の多様性の確保を強化してまいります。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金の積立金の運用が、従業員等の安定的な資産形成に加えて当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、当社並びに当社
グループ会社は、資産運用委員会に人事部門、経理・財務部門等の人材を配置し、運用面で期待される役割を発揮できる体制を整えております。
また、資産運用委員会の委員として従業員である労働組合の執行委員長を選任し当社と受益者との利益相反を適切に管理できる体制で運営し
ております。

【原則３－１．情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、「Ｈｅａｒｔ（信頼される技術を通して人間としての豊かさと成果を）」を基本的な価値観としての経営理念として掲げ、中長期的に目指すべき
姿、それを実現するための経営戦略および経営計画を作成しています。これらは、有価証券報告書、ＨＰ等に記載し、開示しています。

２．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

上記「１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

３．取締役の報酬決定

１）方針

・当社は、取締役の報酬等について、透明性の向上を図ることを目的として社外取締役全員が委員となり、社外監査役３名が陪席する「指名・報
酬委員会」を設置し、報酬等の体系及び水準、各取締役の評価等について客観的かつ公正な観点から審議・決定しています。

・取締役の報酬は、役職位を基本としておりますが、会社業績の一層の向上、株主の皆さまとの価値の共有を目的に業績連動性のある報酬等を
導入しております。

・水準は、外部の専門機関による調査データ等にもとづき、当社の企業規模並びに役員が果たすべき職責に見合う報酬水準となるよう設定しま
す。

①報酬の体系

・役職位に応じた基本報酬（固定部分と評価変動部分）、譲渡制限付株式報酬、取締役賞与及び中長期インセンティブ報酬（株式報酬）とで構成さ
れています。業績に連動する報酬（譲渡制限付株式報酬、取締役賞与及び中長期インセンティブ報酬）は、役位が高まるにつれて全体に占める構
成比を高めています。

②業績連動報酬

・譲渡制限付株式報酬は、基本報酬の一部を株式報酬に移行したもので、企業価値向上を図るインセンティブを与え、株主の皆さまとの一層の価
値共有を目的としております。

・取締役賞与は、利益配分という考え方のもと、当社の儲けを示す営業利益額等を指標に、従来の支給額その他諸般の事情を勘案して決定して
います。

・中長期インセンティブ報酬（株式報酬）は、役位並びに中期経営計画の期間を通じた業績目標（指標：連結経常利益率）の超過度と資本効率(指
標：連結自己資本当期純利益率）の改善度に応じて当社株式を支給する制度です。両指標は企業価値・株主価値向上に繋がる重要な要素として
採用しています。当制度は2015年に導入しましたが、これまでは設定した目標に到達しておらず、支給の実績はありません。

２）手順

・当社では、任意の指名・報酬委員会を設置しており、取締役・監査役候補の選任、取締役の報酬体系や各取締役の評価、取締役賞与の金額等

を審議しています。

・取締役賞与については、取締役会・株主総会で決議された金額をもとに、役位別に定めた標準額に指名・報酬委員会における評価結果を反映し

て取締役会が決定しています。

・基本報酬については、役位別に定めた標準額に基づき、指名・報酬委員会における取締役評価結果等を反映して取締役会が決定しています。

補充原則３－１（３）

(1) サステナビリティへの取組み

・当社は、1934年の創業以来、「ものづくりの心を大切にし、社会に貢献したい」という思いのもと、世界に通用する技術を追求するとともに、公害と
いう言葉がなかった1963年に、環境問題への警鐘として、 「花にも優しいモノづくり」の言葉に込めて、広告を掲載しました。これが、当社の環境に

対する考え方の原点です。

・それ以来、当社は環境改善や保全活動を推進し、2017年には、創立100周年に向けて「環境経営」の方針を策定し、 「エコプロダクツ（環境配慮

商品）」 「エコファクトリー（省エネルギー操業）」 「エコロジスティクス（物流効率化）」の3つの活動により、 CO2排出量の削減に取り組んでいます。

・「エコプロダクツ」は、環境に配慮した商品・サービスにより、CO2排出量の削減に貢献する取組みであるとともに、商品の更新時等における廃棄
物の発生を最小限化することで「循環型経済」の構築に貢献する取組みであり、当社の事業活動には環境活動がビルトインされています。

サステナビリティへの取り組みについては以下ウェブサイトをご参照ください。

（https://www.sinto.co.jp/company/csr/）

（https://www.sinto.co.jp/ir/library/esg/）

・気候変動に係るリスク及び機会に関する取り組みについて、TCFD（気候関連財務情報情報開示タスクフォース）の提言への賛同を表明しまし
た。今後、TCFDのフレームワークに基づいた情報開示を強化してまいります。詳細については、本報告書末尾をご参照ください。

(2) 人的資本

・グローバルに事業を展開し、企業として成長し続けていくためには、人権の尊重、人材の育成、多様性の受容、働きやすい環境の整備など、人に
関連する様々な分野において、グループ全体での人材マネジメントの強化が不可欠です。当社グループでは「社員に人生の舞台として選ばれる会
社」であることを、持続的な成長のための中核的な価値と位置づけています。このビジョンのもと、“ 会社＝自分自身を育て、成長する場 ”として定

義し、社員一人ひとりが主体的に学び、挑戦し、自己実現を図れる環境づくりに取り組んでいます。昨今、人 ( 社員 )と会社の関係は、今までの会

社が社員を選んできた時代から、社員が会社を選ぶように変わってきています。価値観が多様化し、働き方が大きく変化する中、年齢・性別問わ
ずに社員が成長し自身のキャリアを描くことができる会社として、一人ひとりが働きがいを持って、絶えず前進しチャレンジする企業風土の醸成に



努めています。“ 会社＝自分自身を育て、成長する場 ”という理念を実現することこそが、社員の可能性を最大限に引き出し、延いては企業の持

続的発展につながると私たちは信じています。

・戦略

経営理念の実現に向け、当社グループの事業活動から影響を受ける全ての人々の人権を尊重する取り組みをグループ全体で推進し、責務を果
たす努力をしています。社員の多様性、人格、個性を尊重するとともに、国籍、人種、宗教、性別、信条、政治的意見、出身地、社会的出身、その
他、遂行すべき業務と何ら関係のない属性を理由に、賃金、労働時間その他の労働条件について差別を禁止し、あらゆるハラスメントを禁止して
います。また、いかなる形態の強制労働および児童労働も認めていません。また「SINTO取引先ガイドライン～未来の子供たちの未来のため
に～」を通じてサプライチェーン全体での人権尊重を推進しています。

・基本的な考え方（活人主義）

当社の「人的資本経営」は、社員一人ひとりのやる気と成長を促し、社員自身が培った能力を、最大限に発揮できる“場”を提供することだと考えて
います。そして、当社の人事制度の根幹となる考え方が 「活人主義」です。「活人主義」とは文字通り社員に生きがいを持って活きいきと働いてもら

う経営であり、社員の力を最大限に活かす経営です。まさに、人材(＝社員)こそが企業にとって最大の財産であり、人材の成長と活躍が、会社全
体の発展につながると考えています。また、お客さまに、社会に貢献し続けるため、経営理念である「HEART」の精神に基づき、社員一人ひとりが
世界に通用する技能、技術を身に付け、進化していくことが欠かせないと考えています。人生100年時代を迎えた今、社員が会社人生を通じて自
身の可能性を最大限に引き出すためのベースが「活人主義」です。入社から退社までの長い期間を見据えて、会社の目標と、社員自身の目標と
のベクトル合わせを行いながら、個人の能力向上、スキル向上を奨励し、能力開発に頑張った人が報われる人事諸施策を展開しています。人的
資本への取組みについては、以下ウェブサイトをご参照ください。

（https://www.sinto.co.jp/ir/esg/social/?id=sec04）

４．取締役・監査役候補指名

１）方針

取締役候補の選任基準を取締役会規則に定め、全社外役員のみで構成する指名・報酬委員会（委員：社外取締役5名、陪席：社外監査役3名）、
取締役会にて当該基準を充足しているか審議を行います。

選任後、公序良俗に反する行為を行った場合、健康上の理由から職務の継続が困難となった場合、企業価値を著しく毀損させたと考えられる

場合には、指名・報酬委員会で審議のうえ、取締役会において解任の方針を定めます。また、監査役候補者の指名は、財務・会計に関する

知見、 当社事業分野に関する知識および企業経営に関する多様な視点のバランスを確保し、適材適所の観点から基準を設けて総合的に判断し

ています。

２）手続

上記方針に基づき、全社外役員のみで構成する「指名・報酬委員会（委員：社外取締役5名、陪席：社外監査役3名）」において、取締役会に上程す
る案を決定し、取締役会が株主総会付議事項として決議しています。

５．個々の選任・指名についての説明

取締役・監査役の各候補者の経歴および選任の理由等について、株主総会参考書類に記載しています。取締役解任の理由も同様とします。

【原則４－１．取締役会の役割・責務（1）】

補充原則４－１（１）

取締役会規則を制定し、取締役会が何を判断・決定するのかを明確化し、その他については、代表取締役へ委任しています。代表取締役は、取
引・業務の規模や性質に応じて決裁権限に関する規程を定め、経営に当たっています。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

社外取締役の指名は、会社法上の要件に加え、会社経営等における豊富な経験と高い見識を重視しています。

当社は、金融商品取引法に定める独立性判断基準に従い、上場証券取引所の定める独立役員の資格を充たし、一般株主と利益相反の

生じる恐れのない方を独立社外役員として指名しています。

【原則４－１０．任意の仕組みの活用】

補充原則４－１０（１）

「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　１．【任意の委員会】補足説明」をご参
照願います。

【原則４－１１．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

補充原則４－１１（１）

・取締役候補者の指名に関しては、取締役会による的確かつ迅速な意思決定、適切なリスク管理、業務執行の監視および当社の各機能・各事業
のバランス、適材適所の観点から、総合的に判断しています。

・当社は、取締役会において実質的な議論を活発に行うための取締役の人数として、１１名以下が適切と考えており、現在の取締役の人数は１１
名です。

・上記方針に基づき、全社外役員のみで構成する「指名・報酬委員会(委員：社外取締役5名、陪席：社外監査役3名)」において、取締役会に上程す
る取締役候補者案を決定し、取締役会において株主総会に上程する取締役選任議案を決議し、株主総会において過半数の賛成を得て、取締役
を選任しています。

・取締役は、会社の経営計画、経営戦略に応じた多様性を確保し、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する者を選任しており、取締役会に
おいて適切な意思決定・経営監督を行っております。

・社内取締役は、営業、開発・技術・生産、管理等に精通した者を選任することで、知識、経験、能力のバランスに配慮しております。

・独立社外取締役5名は、上場企業等の代表取締役を経験し、企業経営の実績を有しており、営業、技術、製造、情報、サステナビリティに関する
多様なバックグラウンドに基づき、助言・提言を行っております。



・取締役の経験・専門性等を一覧にまとめたスキル・マトリクスについては、本報告書末尾をご参照ください。

補充原則４－１１（２）

兼務の可否は、取締役会で審議を行っている。

事業報告および株主総会参考書類において、各取締役・監査役の他の上場会社を含む、重要な兼職を開示している。

補充原則４－１１（３）

当社では、取締役会の運営、議案、決議プロセス、社外役員へのサポートについて、メンバーが感じている課題や改善点について忌憚のないご意
見をいただき、取締役会で議論をして、改善活動を行っており、実効的に運営されています。特に、当社の社外取締役5名は、上場会社等の代表
取締役経験および幅広い業界の知見に基づき、取締役会の実効性の更なる改善のため、的確なご意見、ご提言を、活発に発言いただいており、
当社としても、常に、問題点の改善と強みの強化に向けた活動を継続しております。

社内取締役6名は、取締役会における議論に加え、前置機関である役員討議会等でのディスカッションにより議論を深め、取締役会の実効性向上
に取り組んでおります。

なお、今後も更なる向上を期待する意見が出されており、引き続き、改善に取り組んでいきます。

＜２０２４年度の振り返り＞

・社外取締役からの意見や提言を真摯に受け止め、取締役会の実効性確保に努めました。

・表面処理分野において、欧州企業グループの大型買収案件およびベトナムの子会社設立については、取締役会で審議を重ねたうえで結論を導
き出し、健全な取締役会運営を推進しました。

＜２０２４年度における課題認識＞

・更なる取締役会の機能向上のため、個別の決議事項、報告事項に加えて、「会社の持続的成長や中長期的な企業価値向上に向けた議論」を促
進して、中長期的な経営戦略の構築、経営陣の目線合わせを推進します。

・取締役会付議基準は、都度見直しておりますが、上記の議論を行うために、常に確認します。

【原則４－１４．取締役・監査役のトレーニング】

補充原則４－１４（２）

取締役および監査役には、求められる役割と責務（法的責任を含む）を十分に果たし得る人物を選任しています。

内部昇格による新任取締役および新任監査役には、外部専門機関等が開催するセミナー、講習会等に参加させ必要な法律知識や役割などを習
得・理解させます。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組に関する方針

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するためには、株主・投資家からの理解と支援が不可欠であると考えています。

株主・投資家に正確な情報を公平に提供しつつ建設的な対話を行い、長期的な信頼関係を構築していきます。

１．株主との対話は総務・法務部長が担当して、社長が統括し、決算説明をはじめとした様々な取組を通じて、積極的な対応に努めていきます。

２．個別面談以外の対話の手段として、投資家向け決算説明会や工場見学会などを実施していきます。

また、投資家からの意見・要望などをもとに、内容の充実を図っていきます。

３．対話において把握した株主の意見などは、必要に応じて、会議体での報告やレポートの配布などにより、取締役、経営陣および関係部門へ
フィードバックし、情報の共有・活用を図っていきます。

４．決算発表前の期間は、サイレント期間として、投資家との対話を制限します。

インサイダー情報については、インサイダー取引等に関する規程に従い、厳重な管理を行います。

その他

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】[英文開示あり]

当社は、PBRを高めるため、当社の成長戦略を社内外に浸透させ、収益性を改善すると同時に、資本効率の向上を目指します。

加えて、IR活動を活発化させ、EBITDAマージンを８％以上とする中期目標の達成やPBR1倍割れといった課題への取組みを強化・加速してまいり
ます。詳細は以下をご参照ください。

統合報告書２０２５

　トップメッセージ ４頁～　７頁

　中期経営計画　１８頁～２１頁

　財務戦略　　　　２２頁～２３頁

　役員報酬　　　　６２頁

（日本語：https://www.sinto.co.jp/file/2025/integrated-report-all_a3.pdf）

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】



氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,839,900 11.09

株式会社　三菱ＵＦＪ銀行 2,289,621 4.35

明治安田生命保険相互会社 2,276,057 4.32

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,708,100 3.24

株式会社りそな銀行 1,668,000 3.16

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY ５０５１０３ 1,641,700 3.11

公益財団法人　永井科学技術財団 1,405,580 2.67

新東社員持株会 1,211,391 2.30

新睦会持株会 1,197,713 2.27

東京海上日動火災保険株式会社 909,179 1.72

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

2025年3月末日現在

【大株主の状況】における割合は、自己株式を除く発行済株式の総数に対する所有株式の割合です。

（有価証券報告書の記載に倣っております。）

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム、名古屋 プレミア

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 11 名



定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

上田　良樹 他の会社の出身者 △

山内　康仁　 他の会社の出身者 △

内永　ゆか子 他の会社の出身者 △

栗原　博 他の会社の出身者 △

鶴　正登 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

上田　良樹 ○

当社は、２０１６年６月の定時株主総会で
社外取締役に選任されました上田氏が２
０１６年６月まで顧問を務めていた三菱商
事テクノス株式会社と取引がありますが、
連結売上高に対する割合は極めて低く、
１％未満であり、主要な取引先ではないと
判断しております。

上田氏は、総合商社の経営幹部および専門商
社の経営者として豊富な実務経験と高い見識
を有しており、社外取締役としての職務を適切
に遂行、当社の経営に生かしていただけると判
断したため、また、独立役員としての要件を満
たし、一般株主と利益相反の生じる恐れが無い
と判断したため。

山内　康仁　 ○

当社は、２０１５年６月の定時株主総会で
社外取締役に選任されました山内氏が２
０１８年６月まで顧問を務めていたアイシン
精機株式会社（現　株式会社アイシン）に
機械設備等を納入しておりますが、それぞ
れ直近の連結売上高に対する割合は極
めて低く、２％未満であり、主要な取引先
ではないと判断しております。

山内氏は、自動車メーカーおよび自動車部品
メーカーの経営者として、ものづくりに関する豊
富な実務経験と高い見識を有しており、社外取
締役としての職務を適切に遂行し、当社の経営
に生かしていただけると判断したため。また、独
立役員としての要件を満たし、一般株主と利益
相反の生じる恐れが無いと判断したため。



内永　ゆか子 ○

当社は、２０２１年６月の定時株主総会で
社外取締役に選任されました内永氏が２
００７年に退職した日本アイ・ビー・エム株
式会社および現在社外取締役を務めてい
る日本電信電話株式会社と取引がありま
すが、それぞれ直近の連結売上高に対す
る割合は極めて低く、０．１％未満であり、
主要な取引先ではないと判断しておりま
す。

内永氏は、日本アイ・ビー・エム株式会社の取
締役専務執行役員および株式会社ベネッセ
コーポレーションの取締役副会長を歴任するな
ど豊富な経営経験と、情報通信技術（ＩＴ）分野
における高い見識、ダイバーシティ（多様性）に
対する深い造詣を有しており、社外取締役とし
ての職務を適切に遂行し、当社の経営に活か
していただけると判断したため。また、独立役
員としての要件を満たし、一般株主と利益相反
の生じる恐れが無いと判断したため。

栗原　博 ○

当社は、２０２４年６月の定時株主総会で
社外取締役に選任されました栗原氏が２
０１９年６月まで顧問を務めていた富士ゼ
ロックス株式会社（現 富士フイルムビジネ

スイノベーション株式会社）と取引がありま
すが、それぞれ直近の連結売上高に対す
る割合は極めて低く、０．１％未満であり、
主要な取引先ではないと判断しておりま
す。

栗原氏は、富士ゼロックス株式会社（現 富士フ

イルムビジネスイノベーション株式会社）の代表
取締役社長および一般社団法人日本テレワー
ク協会の会長を歴任するなど国際的な組織を
運営した豊富な経験を活かして、社外取締役と
しての職務を適切に遂行し、当社の経営に活
かしていただけると判断したため。また、独立
役員としての要件を満たし、一般株主と利益相
反の生じる恐れが無いと判断したため。

鶴　正登 ○

当社は、２０２５年６月の定時株主総会で
社外取締役に選任された鶴氏が２０２４年
６月まで代表取締役会長を務めていたNO
K株式会社と取引がありますが、それぞれ
直近の連結売上高に対する割合は極め
て低く、0.１％未満であり、主要な取引先で
はないと判断しております。

鶴氏は、NOK株式会社の代表取締役社長、代
表取締役会長および一般社団法人日本自動
車部品工業会の会長を歴任するなど国際的な
組織を運営した豊富な経験を活かして、社外取
締役としての職務を適切に遂行し、当社の経営
に活かしていただけると判断したため。また、独
立役員としての要件を満たし、一般株主と利益
相反の生じる恐れがないと判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 0 5 0 3
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 0 5 0 3
社外取
締役

補足説明

取締役会の機能を確保するため、指名・報酬委員会を設置する体制を採用しております。指名・報酬委員会は、取締役、監査役の指名、退任候補
の選任、取締役の評価、月額報酬限度額、役員報酬制度の見直しを行う諮問機関であります。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査との情報交換および情報の共有化を目的に、年４回（定期）を決算内容について、また年１回は監査計画について会合を開催し

ています。また、随時（２～３回／年）に監査役と内部監査部門スタッフである監査室（4名）との会合を開催して、監査室から各部門の管理体制の



状況等を監査役に報告するとともに、監査役からは必要な助言を行うなどして情報の共有化を図っています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小野寺　隆実 他の会社の出身者 △

伊東　健 他の会社の出身者 △

鹿又　一郎 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小野寺　隆実 ○

当社は、２０２３年６月の定時株主総会で
社外監査役に選任されました小野寺氏
が、２０１３年６月まで、当社の主要な取引
先である株式会社三菱UFJ銀行の前身、
株式会社東京三菱銀行の業務執行者で
ありましたが、当社グループの同行グルー
プからの借入額は、当社連結総資産額の
７．３％と僅少であり、会社の意思決定に
際して影響を及ぼしうる関係ではありませ
ん。

小野寺氏は、金融関係業務で培った高い見識
に加え、金融機関の経営に携わった豊富な経
験を有しており、取締役の職務執行の監査を
客観的な立場で実施していただけると判断した
ため。

伊東　健 ○

当社は、２０２４年６月の定時株主総会で
社外監査役に選任されました伊東氏が、
現在理事兼顧問を務めている一般社団法
人日本アスペン研究所および産学官連携
客員教授を務めている北陸先端科学技術
大学院大学と取引がなく、会社の意思決
定に際して影響を及ぼしうる関係ではあり
ません。

伊東氏は、情報システム分野における豊富な
経験と高い見識を有しており、監査役の職務執
行の監査を客観的な立場で実施していただけ
ると判断したため。

鹿又　一郎 ○

当社は、２０２４年６月の定時株主総会で
社外監査役に選任されました鹿又氏が、
２０２２年３月に退職した株式会社日立製
作所との取引額は、それぞれの連結売上
高の0.1％未満と僅少であり、会社の意思
決定に際して影響を及ぼしうる関係では
ありません。

鹿又氏は、総合電機メーカーで培った財務およ
び会計に関する高い見識に加え、監査役として
の豊富な経験を有しており、監査役の職務執
行の監査を客観的な立場で実施していただけ
ると判断したため。



【独立役員関係】

独立役員の人数 8 名

その他独立役員に関する事項

該当ありません。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社取締役〈社外取締役を除く〉を対象に、当社の中長期的な企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的として、企業価値連動型株式報酬
制度を導入することを、2015年6月24日(水)に開催された株主総会で決議いたしました。

本制度は、役員ＢＩＰ〈Board Incentive Plan〉信託〈以下「ＢＩＰ信託」という。〉と称される仕組みを採用します。

本制度においては、役位ならびに信託期間を通じた資本効率の改善度および業績目標の達成度等に応じて、ＢＩＰ信託により取得した当社株式お
よび当社株式の換価処分金相当額の金銭が対象期間中に当社取締役として在任している者に交付および給付されます。

当社は、2022年5月23日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する当社の企業価値の持続的な向上を図るインセン
ティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的に、対象取締役を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株
式報酬制度を導入することを決議いたしました。対象取締役は、本制度に基づき当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産として払込
み、当社の普通株式について発行又は処分を受けることとなります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日における取締役（１１名）に支払った報酬は、２０４，２５８千円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

上記のⅠコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報　１．基本的な考え方　【コーポレートガバ
ナンス・コードの各原則に基づく開示】の３．取締役の報酬決定に記載した通りです。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役に対して取締役会開催前に事前の資料配布および事前説明を随時に実施している。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・当社は、監査役会設置会社であります。また、任意の執行役員制度を採用しております。取締役は１１名、監査役は４名、執行役員は２２名（内取
締役を兼務している執行役員は６名）であります。取締役のうち５名は社外取締役(取締役会長を含む)、監査役のうち３名は社外監査役でありま
す。取締役会は原則として月１回開催され、必要に応じて随時開催されます。日常の業務執行については執行役員に権限を委譲し、取締役は会
社経営に専念した上で、取締役会と執行役員、監査役会が連携することから客観的、中立的な立場で助言を行うことによりコーポレートガバナン
スの確保を図っております。

・策定する中期経営計画、年度経営計画は取締役会で決定され、業績を含めた経営目標、経営戦略は、その作成のために業務執行ラインにおい
て各部門や各管理職の計画・目標に落とし込み、それらの目標の連鎖により事業運営を行っております。毎月の執行会議において経営目標が計
画通り進捗しているかどうかを業務報告して、問題点、課題を抽出して審議するとともに、四半期、半期、年間の業務報告を通じて必要な打ち手を
執行会議、取締役会等で審議し、決定しています。

・日常の業務執行は、担当取締役の権限と責任のもと、更に職制ラインに順次権限と職責が委譲され、それぞれの責任者が意思決定しており、社
外監査役を含め監査役は、年次の監査計画に基づいて、監査対象の事業所の長、部課長等の業務推進責任者との直接面談において必要な情
報を収集して業務監査を実施するとともに、社内の重要会議への出席や重要会議の議事録、決裁承認申請書の閲覧などを通して、業務執行が
職務権限規程、業務分掌規程に基づいて適正になされているかを監査しています。

・当社の会計監査業務を執行した公認会計士は神野敦生および重光哲郎で、有限責任監査法人トーマツに所属し、会計監査業務の補助者は、
公認会計士１９名、公認会計士試験合格者６名、その他２５名であります。また、内部監査部門として監査室を設け、管理職１名およびスタッフ３名
の４名で監査業務を執行しています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役による監査体制が、経営の透明性および業務の適正性を確保するために有効であると判断し現体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
法定日に発送しておりますが、発送日の１5日前には東証にインターネットで開示していま
す。

集中日を回避した株主総会の設定 毎年、集中日を回避した総会日を設定しています。

電磁的方法による議決権の行使
２０１６年６月開催の定時株主総会より『電磁的方法による議決権行使』を採用していま
す。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

２０２２年６月開催の定時株主総会より、「議決権電子行使プラットフォーム」に参加してい

ます。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知の英訳版を作成し、東京証券取引所に提出するとともに、自社ホーム
ページに掲載しています。

その他

より多くの株主にご出席いただけるように、定時株主総会開催日を決定しております。

併せて、総会運営面では事業報告をビジュアル化するとともに、事業・商品の紹介

コーナーを総会会場に併設して、出席株主との懇談の場を設けるなど株主総会の

活性化に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況



補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
名古屋証券取引所が主催するＩＲエキスポ等個人投資家向けフェアに継続的

に出展し、説明会を開催しております。
なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期説明会は半期に１回開催しております。代表取締役社長執行役員による
コア事業の業績推移、事業環境、経営計画の進捗状況などのプレゼンに引き
続き、機関投資家のアナリスト、ファンドマネージャー等との質疑応答を実施し
ております。

あり

IR資料のホームページ掲載

有価証券報告書などの法定開示資料に加えて、決算説明会で使用した資料を
当社ＨＰに掲載しております。企業価値向上のための中期経営計画、財務戦
略、事業戦略および活動状況を統合報告書に掲載して、ステークホルダーの
皆様にお伝えしております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務・法務部にてIRを担当しております。

その他 投資家との個別面談、工場見学の受け入れなど実施しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

サステナビリティ委員会を設置して、その重点取り組みの一つである環境保全活動では、
環境負荷低減型商品の開発、省資源、省エネルギーの観点からのリサイクル技術開発に
積極的に取り組むとともに、主要事業所でのゼロエミッションの達成、地球温暖化対策とし
てコージェネレーションシステムの導入によるCO2排出量削減に取り組んでおります。加え
て、「新東企業倫理行動指針」を制定するとともに、海外グループ会社を含む当社グループ
のすべての役職員に適用する「Sinto Beliefs」を制定し、企業倫理行動指針、安全方針、環

境方針および品質方針の周知徹底を図るとともに、不祥事を未然に防止するために国内
グループ全社を対象とした通報、相談に応ずる内部通報制度を導入して、社会的信用を得
られる企業を目指しております。活動の集大成として「統合報告書」を作成、公開しておりま
す。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１． 取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（1）当社役職員が法令・定款を遵守するとともに高い倫理観を持つための行動と心構えを定めた「新東企業倫理行動指針」とその具体的な行動マ
ニュアルを策定して周知徹底を図る。

（2）取締役会規則に基づいて、独立社外役員（独立社外取締役が委員となり、独立社外監査役が陪席となる）のみで構成する「指名・報酬委員
会」を設置して、取締役・監査役の指名・報酬等の基本方針に関する事項および指名・評価・報酬について、審議・決議のうえ、取締役会に付議す
る。

（3）「サステナビリティ委員会」を設置して、サステナビリティに関する活動の計画と推進を行うとともに、「倫理・コンプライアンス委員会」を設置し
て、コンプライアンスに関する取組みを強化する。

（4）監査室を設置して、社内の内部統制状況を定期的に監査する。

（5）当社の役職員が当社監査役、当社法務部門または外部の弁護士に対して直接通報を行うことができる「新東スピークアップ制度」を整備する。

（6）社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、平素からの弁護士等の外部専門機関と緊密な連携により毅然と対応
し、不当要求に対しては、組織的な対応によって断固として対決する。

（7）新入社員、中堅社員、新任管理職等の階層別および営業担当者向け、管理担当者向けなどの職種別の教育制度を推進して、必要な知識の
習得と倫理観の向上を図る。

（運用状況）

・当社は、当社業務執行取締役より、当該年度の職務執行が法令および定款に適合していたことについて確認を求め、適合していた旨の確認書
を受領しました。

・「新東企業倫理行動指針」に関する階層別研修を実施しました。

・独立役員である社外取締役４名が委員となり、社外監査役３名が陪席する「指名・報酬委員会」を年３回開催して、取締役の指名・報酬等につい
て、審議・決議のうえ、取締役会に付議しました。

・サステナビリティ委員会を年４回開催し、活動状況を取締役会に報告しました。

・監査役監査、会計監査人監査、内部監査を行っており、相互に、密に情報交換を行い、必要に応じて改善提案を行いました。

・内部通報窓口を常勤監査役、社内および外部に設置して社内に周知し、事実申告に対応しています。社内に周知する際に、不利益な取扱いの
禁止も明示しています。



・倫理・コンプライアンス委員会を年１回開催し、活動状況を取締役会に報告しました。

・当社のサステナビリティ方針および倫理・コンプライアンス方針を「SINTO取引先ガイドライン」に定め、取引先様とともに取組を推進しています。

・当社の社是は、社員の取るべき行動・持つべき価値観を示しておりますが、あらためて社是の意味するところをわかりやすく解説し、具体的な行
動に落とし込むため、「社是（私たちの行動指針）」を作成して、周知しました。

２． 取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制

（1）当社取締役会の議題、付議事項に関する資料や当社取締役会議事録を法律の規定に基づいて作成し、保存年限に従って保存・管理する。

（2）当社業務執行に関する情報となる決裁承認申請書、その添付資料、当社代表取締役が参画する会議体や各種委員会等の議事録、当社の権
利・義務を証する契約書類、経理・会計書類、会計帳簿などのほか、重要な業務執行関連文書を保存年限に従って保存・管理する。

（3）上記の保存・管理および情報へのアクセスに関しては、文書管理規程で定めるものとする。また、文書管理規程の改定にあたっては、取締役
会の承認と監査役会の了承を得る。

（運用状況）

・上記方針に基づき、情報を作成、保存、管理しております。

・取締役、監査役および監査室は、その職責を果たすため、当期、必要に応じ、取締役会議事録、決裁承認申請書等の記録を閲覧しまたはその
写しを入手しております。

３． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）当社の会社経営を取り巻く主要リスクに関しては、リスクカテゴリーによる所管部署および担当役員を明確化して、必要なリスク個別管理体制
を整備する。

（2）個別管理のみならず当社に係わる主要リスクの総体については、これを網羅的・総括的に管理するため、「リスク管理委員会」を設置して、リス
クマップに可視化するとともに優先順位化して、リスクの把握、分析、対応策の立案・実施、評価・フォローを行う。

（3）リスク管理の基本となるリスク管理規程およびこれに関連する個別規定を制定する。

（4）リスクカテゴリーごとに行動指針・マニュアルを整備し、その理解促進のための研修・教育を実施する。

（5）災害等の発生に備えて、事業継続計画(BCP)を策定し、防災・減災に向けた訓練を行うほか、必要に応じて、部品・消耗品を備蓄するなどリス
ク分散措置を行う。

（運用状況）

・リスク管理委員会を年3回開催し、当社を取り巻く主要リスクに関して、可視化したリスクマップを見直すとともに、主要リスクごとに担当取締役と
責任部署を定め、リスク対応の基本的な考え方と具体的な対応方法について、担当取締役が討議のうえ定めました。

・リスク管理委員会の活動状況について、取締役会に報告しました。

・災害等に備え、生産復旧などに向けた事業継続計画(BCP)を本部および各拠点で策定し、毎年、定期的な訓練（初動対応・復旧対応）を行い、改
善を続けています。

４． 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

（1）経営計画のマネジメント体制

①経営理念、使命(ミッション)など経営の基本方針を明確にして、これを機軸に中期経営計画、年度経営計画を策定し、ここで決定された業績を含
めた経営目標、経営戦略の達成のために、業務執行ラインにおいて各部門や各管理職の計画・目標に落とし込み、それらの目標の連鎖により事
業運営を行う。

②経営目標が予定どおり進捗しているかどうかの検証を毎月の執行会議で行うとともに、四半期、半期、年間の業績報告を通じて必要な打ち手を
取締役会で審議・決定する。

（2）業務執行のマネジメント体制

①取締役会規則に従って、取締役会に付議し決定すべき業務執行の重要案件の基準を明確にする。

②執行役員制度を拡充して、取締役会を意思決定機能および監督機能に特化させるとともに定常業務の執行を執行役員に権限委譲することによ
り、業務執行を効率化・迅速化し、責任の所在を明確化する。

③職務権限規程、業務分掌規程に従って、日常の業務執行は執行役員の権限と責任のもと、更に職制ラインに順次権限と職責が適切に委譲さ
れ、各レベルの責任者が適時的確に意思決定する。

（運用状況）

・代表取締役 社長執行役員は、各部門との議論をふまえて中期経営計画、年度経営計画および必要な施策を決定し、進捗状況の報告を受け、

進捗状況を取締役会に報告しております。

常務執行役員、執行役員等は、関連規程に従い、分担して職務を執行しております。

・取締役会では、戦略プロジェクトの執行状況および収益改善計画の進捗状況等をモニタリングし、社外取締役を含むメンバーがそれぞれの知
見、経験に基づき、企業価値最大化に向けて積極的に提言を行うとともに、更なる改善に向けて議論を重ねました。また、次世代人財の育成、サ
クセッションプランの策定、多様性の尊重、人的資本の拡充の進捗状況について、指名報酬委員会および取締役会にて進捗状況をモニタリングし
て、積極的な議論を行いました。

５． 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

（1）当社グループ会社の役職員の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・当社は、当社が定める関係会社管理規程により、当社グループ会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当社への定期的な
報告を義務づける。また、当社取締役会規則に該当する重要な案件については、当社の取締役会においても審議、承認を要する。

（2）当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、当社グループ全体のリスク管理について定めるリスク管理規程を制定し、同規程においてリスクカテゴリーごとの責任部署を定め、グ
ループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理する。

（3）当社グループ会社の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社は、三事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、各事業年度のグループ全体の重点経営目標を審議のうえ定め、進捗状況
を定期的にレビューし、対応策を相互に確認して実施する。

②当社は、当社グループにおける職務分掌、権限および意思決定その他の組織に関する基準を定め、当社グループ会社にこれに準拠した体制
を構築させる。

（4）当社グループ会社の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①当社は、「新東企業倫理行動指針」を制定し、当社グループのすべての役職員に周知徹底する。

②海外グループ会社を含む当社グループの全ての役職員に適用する「SINTO BELIEFS」を制定し、企業倫理行動指針、安全方針、環境方針およ

び品質方針を周知徹底する。

③当社国内グループ会社においては、各会社の規模に応じて、適正数の監査役を配置する。

④当社は、当社国内グループ会社の役職員のコンプライアンス意識の醸成を図るとともに、グループ会社の社長が参画する社長会を定期的に開



催してコンプライアンスに関する周知徹底を図る。

⑤当社の監査室は、内部監査規程、関係会社管理規程に基づき、グループ会社に対し、定期的に内部監査を実施する。

⑥当社は、当社国内グループ会社の役職員が当社監査役、当社法務部門または外部の弁護士に対して直接通報を行うことができる「新東スピー
クアップ制度」を整備し、当該通報をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いを禁止する。

⑦当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、関
連規程の整備を図るとともに適切に報告する体制を整備し、その体制の整備・運用状況を定期的・継続的に評価する仕組みを構築する。

（運用状況）

・取締役会では、海外グループへの投資プロジェクトについて、執行状況をモニタリングし、社外取締役を含むメンバーがそれぞれの知見、経験に
基づき、企業価値最大化に向けて積極的に提言を行い、議論を重ねました。

・当社の経営理念や基本方針を定める「SINTO BELIEFS」を改定して、海外グループ会社を含む当社グループの全ての役職員に再配布しました。

・当社は、関係規程に従い、当社グループ会社の営業成績その他の重要な情報について報告を受け、必要に応じて、当社取締役会において、審
議、承認を受けました。

・当社の国内グループ会社におけるリスクマップについて報告を受け、グループ全体のリスクの把握に努めました。

・国内グループ会社の監査項目をチェックリスト化し、国内グループ会社の監査役より監査結果の報告を受けました。

・当社は、国内グループ会社の経営トップより、毎月、営業報告およびクレーム・事故情報等のリスク状況報告を受けるとともに、毎月開催される取
締役会の結果について報告を受けました。当社は、四半期に１回、国内グループ会社の経営トップが参加するグループ社長会を開催し、コンプラ
イアンスに関する周知徹底を図るとともに、各社の年度事業計画の進捗状況について報告を受けました。また、５月には、国内グループ会社の株
主総会を開催し、当社経営トップへの報告が行われました。

・当社は、国内グループ会社の経営トップより、各社監査役による監査状況について報告を受けるとともに、「法令・定款に違反する重大な事実は
ない」旨の監査結果を受領致しました。

・当社は、国内グループ会社の経営トップより、当社ルールに従って、「報告すべき事項は全て適切に報告している。報告すべき事項のうち、報告
していない事項はない。報告すべき事項のうち、報告できないために報告していない事項はない。」旨の宣誓書を受領致しました。

・当社は、米国持株会社および欧州持株会社による海外グループ会社のリスク管理の維持・強化を継続しております。

・当社は、海外グループ会社の経営トップより、毎月、営業報告およびクレーム・事故情報等のリスク状況報告を受けるとともに、定期的に開催さ
れている取締役会の結果について報告を受けました。

・海外グループ会社については、4月、７月に、当社および海外グループ会社の経営トップが参加するSINTO INTERNATIONAL CONFERENCEを開

催し、グループ経営方針の周知徹底を図るとともに、リスクマネジメント状況の確認を行いました。また、年度事業計画の進捗状況について報告を
受けました。また、年末には、海外グループ会社からの報告会を開催して、当社経営トップへの事業計画の進捗状況等の報告を受けました。ま
た、各社株主総会を開催し、当社経営トップへの報告が行われました。

・当社は、海外グループ会社の経営トップより、「当社が定める規程に基づき、当社に対して必要な報告を行い、当社に対して必要な承認を取得し
ている」旨の宣誓書を受領しました。

・当社は、海外グループ会社の法令順守項目をチェックリスト化し、海外グループ会社より結果の報告を受けました。

・当社は、当社監査役、当社会計監査人および監査室が連携のうえ、国内グループ会社の監査を行いました。海外グループ会社については、会
計監査人が監査を行い、その結果について当社監査役、監査室は報告を受けました。

・内部通報窓口を常勤監査役、社内および外部に設置して国内グループ会社に周知し、事実申告に対応しています。国内グループ会社に周知す
る際に、不利益な取扱いの禁止も明示しています。

・その他、上記体制に従い、適正に運用を行いました。

６． 監査役の職務を補助すべき使用人および当該使用人の独立性に関する事項

（1）当社監査役の求めがあった場合は、その職務を補助すべき使用人として適切な人材を配置する。

（2）当社監査役の職務を補助すべき使用人の職務執行に関しては、当社取締役会からの独立性を保つ体制を確保する。

（運用状況）

・当社管理部門の担当者が補助しています。

７． 監査役への報告に関する体制

（1）当社監査役の当社社内重要会議への出席の他、決裁承認申請書、重要会議の議事録、重要な報告書等の当社重要書類を当社監査役に回
付するとともに、必要に応じて閲覧できるシステムを確保する。

（2）当社および当社グループの役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときには、速やかに適切な報告を行
う。

（3）当社および当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社または当社の子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したとき
は、直ちに当社監査役に対して直接報告を行う。

（4）当社監査室は、定期的に当社監査役に対する報告を実施し、当社および当社グループにおける内部監査等の状況を報告する。

（5）当社の内部通報制度の担当部署は、当社および当社グループの役職員からの内部通報の状況を定期的に当社監査役に報告する。

（6）当社は、当社監査役へ報告を行った役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グルー
プの役職員に周知徹底する。

（7）当社はリスク管理規程に基づいて定める新東スピークアップ制度・運用細則において、当社グループの役職員が当社監査役に対して直接通
報を行うことができることを定めるとともに、当該通報をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明記する。

（運用状況）

・当社の内部通報制度の担当部署は、当社および当社グループの役職員からの内部通報の内容および対応状況を監査役に報告しました。

・当社および当社グループの役職員が、当社監査役に対して直接報告を行うことができる旨、毎月発行する社内報に掲載しました。

・その他、上記体制に従い、適正に運用を行いました。

８． 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（1）当社監査役と当社代表取締役や当社会計監査人との随時または定期の面談・意見交換の機会を確保する。

（2）当社監査役が監査対象の事業所の長、部課長等の業務推進責任者との直接面談する機会を確保し、情報収集の実効性を担保する。

（3）当社は、当社監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署におい
て審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務
を処理する。

（4）当社は、当社監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。

（運用状況）

・法令に基づき、会計監査人から監査役に対し、事業年度の監査結果につき定期報告が行われました。また、監査役は、適宜、監査状況を会計



監査人から聴取しております。

・当期監査計画に従った監査を実施するにあたって予算が不足する事態は生じませんでした。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、毅然と対応し、関係機関等と緊密な連携をとるとともに、社会常識と正義感
を持ち、常に良識ある行動に努める。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

（１）適時開示に係る基本方針

当社は、法令順守、証券市場における信用確保を目的として、適時、適正かつ公正な情報開示に努めております。

投資判断に影響を与える決定事実、発生事実、決算情報、開示済みの会社情報の内容についての重大な変更、中止等について、また、適時開

示の基準に該当しない情報についても、投資判断に影響を与えると判断した場合には、できる限り積極的に情報開示を行う予定であります。

（２）適時開示に係る社内体制

当社は、情報取扱責任者を総務・法務部長とし、適時開示担当部門を総務・法務部としております。情報取扱責任者は、各部門、グループ会社か
ら報告を受けた情報に関して、情報開示の判断を行うとともに、適時開示が必要と判断された情報は、執行会議、取締役会の承認後、遅滞なく証
券取引所に報告されます。
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（ご参考）議案が承認されたのちの経営体制（取締役・監査役が保有する専門性・経験） 

取締役は、会社の経営計画、経営戦略に応じた多様性を確保し、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する

者を選任しており、取締役会において、適切な意思決定・経営監督を行っております。社内取締役は、営業、開

発・技術・生産、管理等に精通した者を選任することで、知識、経験、能力のバランスに配慮しております。独

立社外取締役5名は、上場企業等の代表取締役経験、企業経営の実績を有しており、営業、技術、製造、情報、

サステナビリティに関する多様なバックグラウンドに基づき、助言・提言を行っております。 

（注）・全ての専門性・経験を示すものではなく、取締役会における審議、意思決定において特に重要と考える 

    専門性・経験に◎、重要と考える専門性・経験に〇を付しています。 

   ・過去の役職等に基づく経験、現在の役職等を基準としております。 

   ・男性14名 女性１名 （役員のうち女性の比率6.7％） 
氏 名 
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社外

独立 
◎ 

〇 

（精密 

機器） 

〇  〇  〇  ◎ 

鶴
つる

 
 

正
まさ

登
と

 
社外取締役 

社外

独立 
◎ 

〇 

（自動車 

電子部品） 

〇  〇  〇  ◎ 

 

分野ごとの定義企業経営  

企業経営 上場企業等の経営者として企業価値向上に努めた経験を3 年以上有する 

業界の知見 該当業界での業務執行または業務監督の経験を3 年以上有し、高い見識を有する 

国際性・グローバルビジネス 海外赴任、または海外企業との業務運営経験を3 年以上有し、高い見識を有する 

環境・サステナビリティ 環境事業、または環境対応業務に3 年以上従事した経験を有し、高い見識を有する 

営業・マーケティング 商社、または販売部門での営業業務に3 年以上従事した経験を有し、高い見識を有する 

開発・技術・製造 研究開発部門、技術部門、または生産部門において3 年以上従事した経験を有し、高い見識を有する 

組織運営／人的資本・企画・財務 
事業部門、人事部門、企画部門、または経理財務部門などの部門において3 年以上従事した経験を有

し、高い見識を有する 

デジタル・情報セキュリティ IoT 企業、または IoT 関連部署において3 年以上従事した経験を有し、高い見識を有する 

ガバナンス・リスク管理 該当業界や専門性について、高い見識を活かして適切な対応・判断が可能 

氏 名 
役 職 属性 

当社監査役が保有する専門性・経験 

企業経営 

(上場会
社等の代
表取締役
経験） 

業界の 

知見 

国際性・

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 

環境・ 

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ 

営業・ 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

開発・ 

技術・ 

製造 

組織運営

人的資本・

企画・財務 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・

情報 

ｾｷｭﾘﾃｨ 

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・

ﾘｽｸ管理 

後
ご

藤
とう

 
 

剛
つよし

 
常勤監査役   〇    ◎   〇 

小
お

野
の

寺
でら

 
 

隆
たか

実
み

 
社外監査役 社外

独立 
 

〇 

（銀行） 
〇    〇  ◎※ 

伊
い

東
とう

 
 

健
けん

 
社外監査役 社外

独立 
 

〇 

（システム） 
〇     〇 ◎ 

鹿
かの

又
また

 
 

一
いち

郎
ろう

 
社外監査役 社外

独立 
 

〇 

（電機業界） 
    〇  ◎ 

※金融関係業務等に携わった豊富なビジネス経験を保有しています。 



新東工業グループ 廃棄物排出量内訳
2024年度実績 9,161t(21.5%)

51t(0.1%)
36t(0.1%)

鉱さい
廃液
廃油

58t (0.1%)(特)ばいじん

821t (1.9%)
229t (0.5%)
167t (0.4%)

51t (0.1%)
9t (0.0%)

建設系廃棄物
廃プラスチック
事業系一般廃棄物
混合廃棄物
引火性廃油

28,333t (66.4%)
366t (0.9%)

40t (0.1%)
913t (2.1%)

2,341t (5.5%)
61t (0.1%)

0t (0.0%)
1t (0.0%)
4t (0.0%)
2t (0.0%)

汚泥
木くず
ダンボール
金属くず
ガラス･陶磁器
古紙
(特)廃酸
乾電池・蛍光灯
(特)有害汚泥
廃アルカリ

日本
17.3％
7,386 t

5,745 t

2,867 t

4,524 t

22,128 t

南米
13.5％

アジア
6.7％

北米
10.6％

欧州
51.9％

廃棄物 総排出量
42,649ｔ

リユース(21.7%)

埋立(0.1%)

サーマルリサイクル(3.0%)

マテリアルリサイクル(75.2%)

サステナビリティ戦略
環境に対する取り組み

環境に対する取り組み
公害という言葉がまだ広く用いられていなかった1940 年代末、鋳造工場の環境改善に着手したことが、

当社の環境に対する活動の原点となっています。そして、環境問題よりも経済成長が優先された1963

年、環境問題への警鐘として「花にも優しいモノづくり」の言葉に当社の思いを込めて、企業広告を世の

中に送り出しました。それから60 年以上もの間、当社は連綿と環境負荷の低減を推進してきました。
1963 年当時の企業広告「花にも優しいモノづくり」

環境マネジメント

環境方針
グローバル社会の一員として、企業活動のすべての領域で積極的に環境負荷の低減、汚染の防止に努め、持続可能な社会の実現を目指す。

行動指針
1.　環境法規を遵守する

2.　排出物の抑制および廃棄物の削減を推進する

3.　資源、エネルギーの無駄を排除し、有効活用とCO2 排出の削減を図る

4.　ライフサイクルを通して環境負荷の低減に寄与する技術、製品開発に努める

5.　社内環境教育を行い、社員の意識の向上に努める

6.　環境方針は一般にも公開する

7.　グローバルな環境マネジメントシステムの継続的な改善に取り組む

環境マネジメントシステム認証

環境教育

環境管理体制

継続的な環境負荷低減を推進するため、環境方針、目的・目標などを設定し、その達成に向けた取り組みを実施するための計画・体制・プロセ

スなどの環境マネジメントシステムを整備しています。2024 年度定期審査において厚木事業所の拡大適用を認められ、新東工業 8 事業所およ

び国内外グループ会社 12 社では、環境マネジメントの国際規格である「ISO 14001」の認証を取得しています。また、協力会社においては、環

境省が策定した「ECOアクション21」の認証取得に向けた取り組みを進めています。

環境マネジメントシステムに関わる活動に従事する全ての社員を対象に、役割や業務内容に応じた環境教育（一般教育、専門教育、特別教育）

を計画的に実施しています。特に特別教育では、エネルギー管理士、公害防止管理者、危険物取扱者などの業務遂行上、必要な資格取得のた

めに、社内および外部講習会を活用し、計画的な育成を行っています。

当社の環境管理体制は、環境マネジメントシステム（ISO 14001）と環境推進会を軸

に全社的な取り組みと進捗を総合的に管理する全社横断型の体制を築いています。

ものづくり本部を管掌する取締役が、ISO 14001 の経営層と、省エネ法に基づくエ

ネルギー管理統括者、そして環境推進会委員長を兼務し、原則として毎月1 回開催

される環境推進会で、環境経営目標の進捗状況や優れた事例の共有などの討議・推

進・報告を行っています。環境推進会の内容は各事業所の安全衛生健康環境委員会

を通じて伝達され、全社方針と取り組みを全社員に展開しています。

経営層
エネルギー管理統括者

全社員

管理職

環境管理責任者

環境推進会

各事業所安全衛生
健康環境委員会

エネルギー管理企画推進者

ISO 14001 事務局
環境推進会事務局

資源循環の推進
３R の取り組み

循環型社会の形成のため、3R（リデュース、リユース、リサイクル）に取り組んでいます。

 廃棄物排出量の見える化

廃棄物の排出量を地域ごと、種

別ごとに把握し、最も多く消費し

ている地域とエネルギーに着目し

て削減策を計画・実施しています。

「鉱さい」「汚泥」「金属くず」が多

くを占めますが、各事業所で共通

する廃棄物の削減活動として、プ

ラスチックパレットや段ボールに

関する取り組みを推進しています。

 構内プラスチックパレットの運用

事業所構内の荷役作業において従来木製パレットを使用していましたが、壊れや

すく頻繁に交換しなければなりませんでした。そこでパレットの運用方法を見直

し、木製よりも耐久性に優れたプラスチック製に切り替えることで、パレットの交

換頻度を減らし、木くずの排出量を削減しています。またプラスチック製パレット

を各事業所で融通し合い、新たな購入を抑制し、廃プラスチックの削減にも取り組

んでおり、2025 年度はさらなる横展開を図っています。

また、各事業所ごとに木くずおよび廃プラスチックの排出量削減の目標値を個別

に設定し、実績との比較を通じて予実管理を徹底しています。

 段ボール材のリユース・リサイクル

重量のある製品の輸送では従来木製の梱包材を使用してきましたが、引き渡しが

完了した時点で木製梱包材は廃棄されることが多く、産業廃棄物としての増加が

問題となっていました。そこでリサイクルが可能な複層構造の強化段ボールの梱包

材に順次切り替え、木くずの排出量の削減に取り組んでいます。また緩衝材は従来

プラスチック製を使用していましたが、段ボールを緩衝材にする裁断機を導入し、

各事業所で発生した段ボールを回収して、豊川製作所にて緩衝材として加工して

います。2025 年度は事業所間での段ボール回収をさらに強化し、緩衝材としての

活用を増やしていく予定です。

プラスチック製パレット

緩衝材の裁断機
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新東工業グループ CO2排出量内訳 2024年度実績
76,234.9 ton (69.2％)買電

5,244.0 ton (4.8％)LPG

26,350.6 ton (23.9％)都市ガス

706.3 ton (0.6％)A重油

1,021.3 ton (0.9％)ガソリン

577.4 ton (0.5％)軽油

9.9 ton (0.0％)灯油

日本
39.1％

43,066.8 ton

25,832.8 ton

アジア
23.5％

10,955.4  ton

南米
9.9％

10,954.1 ton

北米
9.9％

19,335.3 ton

欧州
17.6％

CO₂総排出量
110,144.4 ton

2024年度

85.6%

8.9%

5.5%

輸送の構成比（トンキロベース）

サステナビリティ戦略
環境に対する取り組み

温室効果ガスの削減

当社グループは、2022 年 6 月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に賛

同し、TCFD 提言に沿った気候変動関連情報の開示の充実を図っています。主力の鋳造事

業等、エネルギーを使用する当社グループにとって、カーボンニュートラルは喫緊の課題と

捉えて活動を推進しています。

 エネルギーの見える化

エネルギーの消費量を地域ごと、種別ごとに把握

し、最も多く消費している地域およびエネルギー

に着目して削減策を計画・実施しています。最も

エネルギーを多く消費している大崎事業所を中

心に消費電力削減を目指した取り組みを進めて

います。

エコファクトリー（Scope1、2）

「カーボンニュートラル」の実現を見据えて、社員一人ひとりが工夫し、身近なところから省エネ活動に取り組み、当社のものづくりから発生する

CO2 排出量を削減します。

 事業所の電力見える化

エコファクトリーの取り組みのひとつとして、電力の見える化を進めています。2024 年度には、幸田事業所で 4 階層（事業所、建物、生産ライン、

設備単位）での電力の見える化が完了しました。事業所全体、建物ごとの電力計測だけでなく、生産ラインごとの電力を計測することで使用電

力のムダを発見しやすくし、省エネ改善につなげています。例えば、設備単位ではコンプレッサや空調機の起動の時刻を把握し、起動を分散さ

せることで最大需要電力を下げています。2025 年度は、幸田事業所において取得したデータをもとに電力削減策の検討を進め、施策を順次実

施していく予定です。さらに今後は、幸田事業所を他工場のモデルケースとして、電力の見える化、減らす化を推進していきます。

 オフサイトPPA※による電力の購入

2023 年 4 月に改正省エネ法が施行され、その改正のポイントのひとつに「非化石エネルギーへの転換」が掲げられました。鉄鋼業に対しては、

国より2030 年度の非化石電力比率の目標として59％が示されています。大崎事業所は鉄鋼業に該当するため、この目標達成に向けた対応策の

ひとつとして、「オフサイトPPA」があり、電力供給会社と契約締結に向けて取り組んでいます。当社専用として設置された 1,500kW 相当の太陽

光発電設備から年間約 200 万 kWh の電力を20 年間にわたり購入する計画です。

※オフサイトPPA（Power Purchase Agreement）：企業が自社の敷地外で発電された再生可能エネルギーを利用する、電力購入契約。

 水銀灯、蛍光灯の LED 照明器具への更新

国際条約である「水銀に関する水俣条約」では、水銀の一次採掘から貿易、水銀添

加製品や製造工程での水銀利用、大気への排出や水・土壌への放出、水銀廃棄物

に至るまで、水銀が人の健康や環境に与えるリスクを低減するための包括的な規制

が定められています。2020 年には、水銀ランプの製造・輸出入が禁止され、2023

年の締約国会議では蛍光ランプも種類に応じて2026 年または 2027 年までに禁止

されることが合意されました。水銀使用製品の全廃に向けて、省エネ性の高いLED

照明器具に順次取替を進めており、2025 年度も継続して進めていきます。

 省エネ機器への更新

工場・事業場における省エネや脱炭素化には、高効率な設備への更新が重要です。

当社では単に最新機器に置き換えるのではなく、省エネ改善 6つの心得（ヤメル・

ナオス・トメル・サゲル・ヒロウ・カエル）に基づき、最適化を図っています。九州

事業所では、老朽化で維持費が増加していたコンプレッサを更新。運転状況や必

要なエアー量を分析し、使い方を工夫することにより小型機種で十分と判断して

導入、最大電力を12kW 削減しました。2025 年度はさらなるムダな運転の削減と

生産の最適化を進めていきます。

 ＷＡＴテープの活用（カテゴリー12 販売した製品の廃棄）

従来の布（プラスチック）テープに代わり、段ボール箱の梱包作業においてWATテープ（Water-Activated Tape）の使用を推進しています。

WATテープは「紙」と「澱粉糊」という天然素材で構成されており、段ボールに貼ったままリサイクルが可能なため、お客さま先での廃プラスチッ

ク削減にも寄与します。また、焼却処分時の CO2 排出量についても、従来のテープと比較して0.69t-CO2/t の削減効果があります。2024 年度

には幸田および大崎事業所の一部で導入を開始しました。2025 年度には、大崎事業所でのさらなる展開を予定しており、今後も他の事業所で

の横展開を進めていきます。

エコプロダクツ・エコロジスティクス（Scope3）

 エコプロダクツ商品の展開（カテゴリー11 販売した製品の使用）

以前から、環境配慮商品のラインナップの見直しや商品そのものを増やす取り組みを進めてきましたが、2022 年度に環境配慮商品自体の CO2

削減の考え方を明確化しました。「商品のシンプル・スリム化」「環境配慮機器の採用」「動作・工程変更による生産効率向上」の視点で整理し直

し、対象となる商品を選定のうえ、CO2 削減量を算出しました。お客さまのものづくりにおけるCO2 排出量の削減に貢献できるよう、環境配慮

商品の改良、開発を進め、2024 年度時点では対象を202 商品まで拡大しています。本活動を国内外グループ会社へも展開するとともに、2025

年度は新商品に対する削減効果の策定にも取り組んでいきます。

 輸送方法の見直し（カテゴリー4 輸送・配送）

投射材の輸送手段をトラックよりも環境負荷が少ない鉄道や船に転換し、輸送

時におけるCO2 排出量の削減に貢献しています。現状のそれぞれの輸送手段に

よる総輸送量は、トラック12,319.9 千 ton・km、鉄道 356.9 千 ton・km、船

267.6 千 ton・kmとなっています。今後はさらに鉄道や船による輸送比率を高

めていきます。また巡回便の活用や、出荷スケジュールの最適化による出荷日寄

せの取り組みを進めており、2024 年度までにCO2 排出量を 15％削減していま

す。2025 年度も継続して取り組み、環境負荷の軽減に貢献します。

25

20

15

10

5

kwh

最大21kwhが
9kwh程度に

37kwコンプレッサ 22kwにサイズダウン
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個人の
目標

会社の
方向性

「HEART」の実現を
目指した人づくり 【技能＝経験＝長期雇用】

【 】「活人主義」の思想と人事制度
＝活人主義で、私たちが目指すもの＝

個人の目標と
会社の方向性のベクトル合わせ

自分を鍛えて成長
Plus

環境意識

新東工業グループオリジナルの目標設定

環境意識「自分ごと」TOP10

省エネ

脱プラ

ゼロエミ

22%

16%

15%12%
8%

8%
5%
5%
3%
6%

消灯・節電・
省エネ

エコバッグ・
レジ袋

ゴミ分別と削減・３R

その他

自転車・徒歩・
公共交通機関

エコドライブ・
アイドリングストップ

節水・シャワー・
残り湯
裏紙・
ペーパーレス

マイボトル・
マイ箸・マイストロー

食品ロス・
食べ残さない

サステナビリティ戦略
環境に対する取り組み / 人材戦略

人材戦略
当社グループでは「社員に人生の舞台として選ばれる会社」であることを、持続的な成長のための中核的な価値と位置づけています。このビジョ

ンのもと、“ 会社＝自分自身を育て、成長する場 ”として定義し、社員一人ひとりが主体的に学び、挑戦し、自己実現を図れる環境づくりに取り組

んでいます。昨今、人 ( 社員 )と会社の関係は、今までの会社が社員を選んできた時代から、社員が会社を選ぶように変わってきています。価値

観が多様化し、働き方が大きく変化する中、年齢・性別問わずに社員が成長し自身のキャリアを描くことができる会社として、一人ひとりが働き

がいを持って、絶えず前進しチャレンジする企業風土の醸成に努めています。“ 会社＝自分自身を育て、成長する場 ”という理念を実現すること

こそが、社員の可能性を最大限に引き出し、延いては企業の持続的発展につながると私たちは信じています。

基本的な考え方（活人主義）

人事ポリシー

当社の「人的資本経営」は、社員一人ひとりのやる気と成長を促し、社員自身が培っ

た能力を、最大限に発揮できる“場”を提供することだと考えています。そして、当社

の人事制度の根幹となる考え方が ｢活人主義｣です。｢活人主義｣とは文字通り社員に

生きがいを持って活きいきと働いてもらう経営であり､ 社員の力を最大限に活かす経

営です。まさに、人材(＝社員)こそが企業にとって最大の財産であり、人材の成長と

活躍が、会社全体の発展につながると考えています。また、お客さまに、社会に貢献

し続けるため、経営理念である「HEART」の精神に基づき、社員一人ひとりが世界に

通用する技能、技術を身に付け、進化していくことが欠かせないと考えています。人生

100年時代を迎えた今、社員が会社人生を通じて自身の可能性を最大限に引き出す

ためのベースが「活人主義」です。入社から退社までの長い期間を見据えて、会社の

目標と、社員自身の目標とのベクトル合わせを行いながら、個人の能力向上、スキル

向上を奨励し、能力開発に頑張った人が報われる人事諸施策を展開しています。

社員一人ひとりの成長
・長期的な視点に立ち、事業成長に貢献できる意欲・能力を持った、創造性豊かな人材を確保・育成する

・一人ひとりが持てる能力を最大限に発揮し、成長と自己実現を実感できる機会を提供する

生きがい働きがいを共有する組織
・コミュニケーションとチームワークに基づく相互信頼関係を構築し、目標に向かい力を合わせる

・ 成果のみならず、努力度や挑戦意欲などのプロセス・行動を公正に評価し、頑張った人のエンゲージメントの向上につながるような職場環境を

整える

働く環境づくり
・多様な価値観・考え方を尊重し、融合し、新たな発想につなげる

・多様な人材が、多様な仕事の場、多様な働き方で、活きいきと活躍する風土を実現する

ISO 30414を取得、定期審査合格

2024 年 3月に人的資本に関する情報開示の国際的なガイドラインである「ISO 30414」の認証を取得しました。これは、国内機械メーカー

としては2社目、国内製造業では4社目となります。認証を受け、社員の成長のための取り組みを一層加速させていきます。また2025年3月 

に2 年目の定期審査を受け、合格しております。併せて当社の人的資本に関する定量情報をまとめた「2024 Human Capital Report」を

発行しています。
※日本国内における認証取得企業数：20 社（2025 年 3 月末時点）

Human Capital Report
https://www.sinto.co.jp/ir/library/human-capital-report/

優良事例の横展開

各事業所独自で取り組み、効果の大きかった省エネ・廃棄物削減に関する対策を、環境推

進会において優良事例として紹介しています。これまでに紹介された事例を事例集としてま

とめ、社員が誰でも閲覧できるよう、電子掲示板に掲載しています。

直近の取り組みとして、優良事例の横展開を進めており、実施状況を把握するために横展

開リストを作成し、各事業所の工場、事務棟、その他の建屋ごとに取り組みの展開が可能

か調査し、実施率や予測効果の算出に利用しています。今後は、国内にとどまらずグローバ

ルな展開も視野に入れ、活動を進めていきます。

エコ意識の醸成

 2024 年度「自分ごと」の再宣言

2024 年度の環境月間では、全社員が SDGs の 18 番目の目標である「環境

意識」に対する取り組みとして、「自分ごと」を再宣言しました。「自分ごと」

の中で最も多かった行動は、パソコンやエアコンの節電・省エネ設定、こ

まめな ON/OFFで、これが全体の 22％以上を占めており、環境に配慮し

た行動の拡大に期待できる結果となりました。また、「レジ袋を断ってエコ

バッグを持参する」など、マイボトルやマイストローの使用を含むプラスチッ

ク排出の削減に対する意識の高さも確認できました。廃棄物に関しては、

ゴミの分別・削減や食品ロスの意識を高め、余分なものを買わない、持た

ないといったムダを無くすゼロエミッション意識の向上が見られました。

全世界の社員が取り組む自分ごと

eco 検定の資格取得の支援

全世界の社員一人ひとりが心をひとつにし、SDGs に関連した取り組みを

「自分ごと」として捉えるよう、SDGs の 18 番目の目標として独自に「環

境意識」を設定しています。この活動は 2021 年度より開始し、身近ででき

ることからひとつずつ着実に取り組んでいく風土づくりを進めています。

社員一人ひとりに、複雑・多様化する環境問題への理解を幅広く体系的に深めてもらうため、東京商工会議所主催の「eco 検定（環境社会検定

試験）®」の資格取得の支援を積極的に行っています。過去に合格した社員が講師となり、自主的な社内勉強会を開催するなど、2024 年度には

29 名が合格、累計 477 名のエコピープル※が誕生しています。（2024 年度［従業員 300 名以上］企業別合格者数ランキング第 19 位）

※エコピープル：eco 検定の合格者
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環境　温室効果ガスの削減

環境　資源循環の推進

CO2排出量削減目標の見直し、およびScope3の定義設定

汚泥廃棄物排出量の削減

■CO2排出量削減目標の見直し
2030年度、さらには2034年度（創立100周年）

までに、Scope1および2におけるCO2排出量を年

率3％削減する目標値を設定していましたが、国の

目標と同じ2050年カーボンニュートラルにした場

合、基準年である2021年度の排出量に対し、毎年

3.45％の削減が必要であると判明したため、新たな

目標値を再設定しました。

2030年目標：

Scope1、2　2021年度比CO2排出量31％削減

2034年目標：

Scope1、2　2021年度比CO2排出量45％削減

大崎事業所の投射材製造工程では、水資源の有効活用を目的に循環水専用の水

路を設け、鉄分を含んだ汚泥を定期的に回収して産業廃棄物として処分していま

す。しかし、汚泥は水分を多く含んでおり、回収には手間がかかっていました。そこ

で、汚泥と水分を効率的に分離する方法を導入し、汚泥をフレコンバックに回収、

余分な水分を除去することに成功しました。その結果、従来は年間120トン発生し

ていた汚泥の廃棄物を72トンにまで削減し、廃棄物処分費を年間70万円削減す

ることができました。また回収した年間48トンの水が再利用可能となり、補給水

費も年間2万円を削減しました。今後もこの取り組みを継続し、汚泥の排出量を現

状比で40％削減することを目指していきます。

■Scope3の定義設定
Scope3対象の15カテゴリーのうち、下記の5つのカテゴリーについて算出定義を設

定してデータを収集しています。

※新睦会会員41/85社からデータを収集（使用電力量）9,051,693kWh、（コスト）317百万円（2024年4月～2025年2月実績）
　1社あたりの平均CO2排出量削減率：11.4％（前年比実績）

国内外グループ会社■

Scope1 ､ 2
新東工業■ Elastikos社■

(ton)

新東工業グループ　CO2排出量削減計画   －創立100周年 2034年度－

2021 2022 2023 2024 2025 2030 2034（年度）

30,171

43,549

60,000

133,720

27,348

35,793

57,930

121,071
129,107

27,681

34,056

55,860

117,597
124,493

25,818

33,627

50,699

110,144
119,880

26,007

37,539

115,267
115,267

20,803

30,027

41,370

92,200

16,639
24,017

33,090

73,747
(目標)(実績)

(実績)

(実績)
(実績)

（目標) （目標) （目標)
創立100周年

当社グループ全体 ※2021年排出量の
　3.45%/毎年削減 31％

削減
45％
削減

51,720

カテゴリー 算出の定義

カテゴリー4
輸送・配送 輸送貨物と輸送距離のデータ取りを実施。

カテゴリー6
出張

「出張」に関して、「交通費支給額」「宿泊数」「出張日数」ごとの原単位
を調査・設定。

カテゴリー7
雇用者の通勤

「通勤」に関して、「通勤費支給額」「勤務日数」ごとの原単位を調査・設
定。

カテゴリー11
販売した製品の使用

お客さまへ販売した設備ごとの運転中に排出するCO2排出量を計算。
運転状況は把握できないので、各設備ごとに運転条件を設定し対応。

カテゴリー12
販売した製品の廃棄

WATテープの使用により、お客さま先でのプラスチック廃棄量（CO2排
出量）を削減。

（事例）　カテゴリー11　販売した製品の使用
環境配慮商品によるCO₂削減貢献量の推移　

※2021年度以前は新東工業単体の集計値
　2022年度以降は国内および海外グループ会社を含み集計

（千トン-CO2）
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